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　　一　インド文献における労務論の構造
　経営労務論の構造は，インドに限らずどこでも一定のものではない。しかし経営学の歴
史の中でもさらに新しいこの分野ながら，現在ではほぼその輪廓は明らかにされていると
いえよう。われわれもその体系を，（1）入事管理の世界（従業員関係）（2）労使関係（3）人間関
係の三つの柱をもって構成しうると考えるが，ここでは専らインドにおける思考乃至歴史
的背景の中に問題整理を試みたい。
　セン・ガプタ（R．M．　Sen　Gupta）を長とする「インド人事管理研究所（lndian　Insti－
tute　of　Personnel　Management以下IIPMと称す）によれば，「人事管理」の三機能
　　　（1）
として
　（1）厚生福利側面（the　welfare　asPect）一売店，托児所，住宅，労働者の個人的問題，
　　学校，リクリエーションなどの労働条件や快適さに関するもの。
　（2）労働或いは人事側面（the　labour　or　personnel　aspect）一労働者の募集，配置，
　　報酬，昇進，奨励，生産性等々に関するもの。
　（3）労使関係側面（the　industrial　relations　aspect）一労働組合との交渉　（trade
　　union　negociation），紛争の解決，労使協議（joint　consultation），団体交渉
　　（collective　bargaining）に関するもの。
をあげるが，（1）の厚生福利側面は，（2）の人事側面と共に広義入事管理の対象として，使用
者側責任と権限による管理側面とみるならば，右の機能の中にはいわゆる人間関係側面
（the　human　relations　asPect）を欠く様であるが，同じ研究所の定義（はじまりはイギ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
リスにおける「人事管理協会」のもの）によれば，別に次の様にいっている。
　人事管理はもともと組織内の人間諸関係（human　relationsbips）1こ関する経営機能の
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　一部分である。その目的はこれらの諸関係を，個人福祉を考えて，全従業員が企業の効
　果ある仕事に最：大の個人的貢献をなしうる様な基盤の上で，維持することである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
と。そして上の定義から求められる目的として
　（1）組織内の良好な諸関係を維持すること。
　（2）組織に対して各人の最大の個人的貢献を為さしめること。
　（3）これらのことを個人の人格や幸福の尊重を通じて達成すること。
をあげるとき，これらの表現のうちにはすぐれて人間関係論的ニュアンスを見出すであろ
う。即ち組織を中心にみる観点は，経営の社会的構造を注視することに他ならないからで
ある。しかし又上の三目的について，第（3）はイギリスで先ず認められ，第（2）はアメリカの
科学的管理の展開に沿うものであり，第（1）は第二次大戦中労使の共通目的実現のために展
　　　　　　　　　　　　（3）
開してきたものであるとするとき，第（1）はむしろ労使関係側面を，第（2）は労働一生産管理
側面をいみすべく，第（3）が人格や幸福要因を以て人間関係側面を表わすということになる
であろう。即ち先の三機能の第（1）の厚生福利側面より梢広義のものをもっと解することも
できる。以上の定義の解釈はともかくとして，同研究所による「インドにおける人事管理」
（P67soππ611晦％α816〃z6％’勿1％漉α，1961）の解明の中には，後述の様に明らかに人間
関係側面が取り上げられているのであるが，その人事管理論における位置づけについては，
必ずしも十分とはいえない様である。　この点についてはさらにクマール（C。B．　K：umar）
の整理をみよう。
　　　　　　　　　（4）　　　　（5）
　クマールがいう様に，今日産業における「人間関係」（human　relations　in　industry）
という言葉は極めて多義的である。即ち
　（1）集団的関係（collective　relations）をいみする労使関係（industrial　relations）
　　に対して，人閲関係を使用者と個人としての労働者との間の直接的な諸関係（direct
　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　relationship）とするもの。
　（2）人間関係は労使が共通の利害関係（common　interests）をもち，従って相互理解を
　　促進するものであり，労使関係は本質的に反対の利害関係（divergent　interests）で
　　　　　　　　　（7）
　　あるとするもの。
　（3）人間関係は概して企業レベルでの諸関係であり，それが対組合であるか，スタフと
　　の対個人的関係であるかにかかわらないが，労使関係は経済の高次レベルでの使用者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　　と労働者のそれぞれの団体の関係であるとするもの。
　（4）人間関係を，作業の集団的遂行の中に生じる心理的社会的相互関係（interrelations）
　　　　　　　　　　　　　（9）
　　の科学的研究とするもの。
などに分けられるが，このうち（1）の見解における人閻関係は，むしろ職制的世界として人
事管理的従業員関係（employee　relations）と解すべく，（2）は端的に両関係の特質を捉え
たものであるが，唯労務管理体系としては従業員関係の世界を加えねばならない。又（3）の
見解は混乱しており，ωについては人間関係論の対象世界は作業の遂行の中にのみ求めら
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れるのでないことから考えると，狭義に過ぎるであろう。
　グマールのあげた（1）に相当するものにK。A。ザッカリアがある。　彼は「産業関係」
（industrial　relations）には「人事関係」　（personnel　relations）　（前にはemployer・
employee　relationsといわれた）と「労使関係」（labour　relations）の二側面があると
し，前者は個々の労働者に関し，後者は労働者の集団的性格（collectivity）に関するも
　　　　　（9）
のとするが，前者をクマールが人間関係とよぶよりも明確である。しかし産業関係を広義
にとるならば，右の二側面の他に，職制関係を離れた，或は表裏した固有の人間関係世界
を加えねばならぬ点はクマールに於けると同様である。
　結局（2）を基本にして，（1）の人間関係を従業員関係と置きかえて綜含するとき，われわれ
の所期する労務管理体系を充たすことになる。
　上の整理を基盤にして，インドにおける労務管理の背景となる基本話題を探ねよう。
　注　（1）Indian　Institute　of　Personnel　Management，（compiled）Pθ7so％％θ1　Mαπα8θ彿θ％’
　　　　勿1％4ゴα，The　practical　approach　to　human　relatiolls　in　industry，　editorial　board，
　　　　　R．M．　Sen　Gupta（chairman），etc．，　Asia　Publishing　H：ouse，1961，P．30。
　　　（2）　OP．　clt．，　P．31．
　　　（3）op・ciちP．32．労使共通目的論の一つとして次の引用がある。　‘‘There　are　inevitable
　　　　differences　of　opinion　on　the　division　of　the　economic　cake，　but　it　is　possible　to
　　　　achieve　a　situation　i11、which　both　parties　are　convinced　that　the　cake　should　be
　　　　made　as　large　as　possible．，，　（E。　B。　Sharp，丁目θMo4θ窺孟」妙70α罐∫〇五αδo％7
　　　　Mσ駕8θ〃zθ曜，1．1．P，M。　booklet，　op．　cit．，　p．32）かの生産性向上運動のモティーフその儘と
　　　　いってよかろう。
　　　（4）C．B。　Kumar，　r加Pθoθ10ρ卿θ〃’o／1π4％s〃勿1　Rθ1認ガ。％s伽1〃42α，　Orient　Longm・
　　　　ans　Limited，1961，　Introduction，　PP．IX－X．番・号分類川崎。
　　　（5）‘‘industry”は「経営」と訳した方がぴったりする様でもあるが、通常の用語に従って「産
　　　　i業」としておく。
　　　（6）C。B．　Kumar，　oP，　cit．，　P．IX．
　　　（7）　OP。　cit．，　PP．IX－X。
　　　（8）OP。　clt．，　P．X．
　　　（g）K．A．　Zachariah，∫鋭メ〃s’7勉1　Rθ1α〃。πsαπ4（1θグso％％εJ　P7061θ〃3，　Asia　Publishing
　　　House，1954，　PP．4－5．
二　IIPMによるインド労務研究
　IIPM（lndian　Institute　of　Personnel　Management）のインド労務論の研究は，
近ごろ刊行されているインド文献と共に，従来の英米文献に代る意義をもつと共に，その
中でも共同作業としてのキメの細かさをもっている。これらの研究業績を段階づけるもの
として，とくに独立以来の産業界の背景の根本的変化が考えられねばならない。この点に
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ついてIIPMは，
　（1）急速な工業化
　（2）大規模工業単位の発展
　（3）労使関係の革命的変化
　　①　立　　法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　②　産業法廷の判決に基く判例法
　　③　労働組合運動の圧力の成長
　　④　政府の福祉国家建設宣言
　　⑤　進歩的経営者側の態度の変化
　　　　　（1）
をあげているが，とくに第（3）の労使関係の発展については重要な問題を抱えている様であ
る。本稿では以下これらのインド工業界の発展に伴う問題を経営労務の視点から探るわけ
だが，それについてIIPMによるインド労務の背景の研究は興味深いものをもっと共に，
基盤としての重要性をもつのでその紹介を契機にして考えていきたいと思う。
三　インド工業労働者の社会的背景（前期）
　急速なインドの工業の発展を担う労働者の供給源としては，町の専門職人などは動員さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
れないので大部分は農村から供給されたといわれる。しかもAhmedab担や：Kanpurなど
では周辺地方から集めても，BombayやCalcuttaの様な中心部はさらに遠方から集まっ
ている。しかもそれらの労働者の離村が単なる都会生活への憬れに基くものではなく，ユ
ネスコの調査によると村から町へ移ったものの99％は貧困からと，伝統的家族制度や相続
法に基く土地の圧追にあるという所に基本的特質をもつといえよう。これは日本など工業
化の進んだ社会における労働力供給源が，尚農村にも相当のウエイトをもつとしても，都
市の労働者の子弟による供給の大きさと比べるならば，工業化を急ぐ後進国の特性ともい
えよう。しかし同じく離村といってもそこにインド的なる多様な要素があり，工業労働者
となっても大きな桓楷となっており，経営労務上の基本問題に連っている。
　一般に未開社会程ではないにしても，インドにおける村の生活と町の生活との間には大
きな変化がある。村は一つの小社会として共同体意識に支えられ，その中で大抵は生産手
段をもち乍ら共同体内の分業意識で作業が行われる。即ちそこには同質性があり仕事と慰
安の正常な連続性　（normal　sequence　of　work　and　play）があるともいえるのに対し
て，町の生活での連続性とは，作業，貨幣，食糧（The　sequence　in　the　town　is　work，
　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
money，　food．）にあるといわれる様に，村における宗教や家族的結合に基く共同体的安全
感は失われる。代りに登場するものは生産手段の集中的剥奪であり，作業時聞の規制，作
業方法の指図一遵守を通じて実現される農村出身労働者の原初的自己疎外に他ならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
これは差当り「未知な精度や手順の感覚を伸ばす」ことによって埋められねばならない
が，機械そのものは彼の理解を超えており，村における同質的安定性を失い正常な生活価
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値の維持が失われぎるをえない。たとえ経済的に恵まれることはあっても，　「感情や精神
　　　　　　　（4）
面は渇いてくる」といわれるのも自然であろう。
　インドにおける新しい工業労働者の自己疎外はさらに次の事情によって感情的に促進さ
れる。それは家族との別居である。　IIPMも，このことによる社会的アンバランス感こ
そが今日多くのインド都市にみられる政治的，社会的緊張の一因としている。即ち1951年
のセンサスによれば，10万人からそれ以上の都市では女の割合は千人に785人で，五大都
市でも同じく693人であるが，カルカッタは最低で295人という偏在振りである。Poona
の世帯の1割，Calcuttaでは半分がやもめ暮しとなっている。これらが又極貧層に属し，
不節制や不徳義の源となるし，このことは村の留守家族にとっても悪影響を及ぼす。そこ
で大抵は町へ家族を呼ぶがこれによって住宅問題を更に激しくする。何とか住みついても
妻の都市生活への適応は遅く，仕事を嫌うが，子供達は馴れも早く，やがて都市プロレタ
リアートを形成していく。と同時に村における因習的規律から離れて母の手に負えなくな
る。
　他方村から家族を移せぬ場合には必然的に休暇帰村を多くしている。即ち毎年の宗教行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
事や結婚式などに際してとられる年次休暇（annual　leave）は極めて多く，人事管理者
（personnel　officer）をして概歎せしめているというが，インドでは労働者観の根底に，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
重大な事故でもない限り職務としての作業が何ものにも先行するという考えがないという
のが近代的組織規律の上からいって，基本的な原因といえよう。逆にいえば彼にとっては，
家族から呼ばれるとか宗教的な遵奉態度こそが，たとえ町で少々不信仰になっていても，
尚絶対的なものである。超個人的経営組織原理の上に社会的権限ともいうべきものが存在
　　　　　　（7）
するわけである。王立労働委員会（Royal　Commission　on　Labour）のいう様に「村の
家庭は，病気，出産，ストライキやロックアウトの際の，そして失業や老令の際の避難所
　　　　　　　　　（8）　　　　　　　　　　　　　　　・
であり保障先であった」のである。
　しかし問題はそれだけではない。年に一度の帰村はマラリヤに冒されたり，水の悪いた
めに胃をこわすことによって，長期病欠の理由の判決がむつかしくなる。さらに帰村によ
って他の者と交替するとか労働移動することによって，工業労働者の定着的発展を阻害し
た。
注　（1）1．1．P．　M，　Pθ7so雌θ1　M伽092〃彿♂夢％1配4ゴσ，1961，　Preface　pP．V－VI．
　（2）　OP。　cit．，　P．3　ff．
　（3）　OP．　ci軌，　P。4。
　（4）　OP。　cit．，　P．5。
　（5）Calcuttaの社会調査では、成人の少くとも45％は村へ一度は帰って：いる。新しい者程帰村
　　は多いが、古い者でも少くともみ1；は帰村している。　（OP．cit．，　P．7）
　　（6）　OP。　cit。，　P。7。
　　（7）　‘‘the　industrial　worker　has　little　feeling　of　obligation　to　that　impersonal　org・
52
　anisation，　the　company　in　which　employs　him．　The　larger　the　company　the　less
　the　sense　of　obligation。”　（oP，cit．，　P．8）
（8）　OP．　cit。，　P。7．
四　インド工業労働者における近代意識の発展
　これまで述べた様にインド工業労働者の都市化の停滞或は後進性は，隠るいみでは工業
化に伴う疎外回復の前近代的痴態であったともいえるが，先にふれた様に，新しい技術の
習得，精度や作業方法への適応が進むと共に，労働者としての主体的意識の高まりと方向
づけによって回復されることになって，基本的いみを担う様になったといえよう。勿論そ
の回復の原理もインド的前近代性とうらはらのものをもっとはいえ。
　インド工業労働者の自己疎外は，先ず都市定着という在り方で回復が図られることは，
単に事業主の側の希望のみならず，労働者自身の生活安定の必要性から生じるものである
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ことは勿論であろう。IIPMのいうr定住の意志」と「保障への配慮」がこれである。と
ころでIIPMの要因分析は一寸混雑しているので，これを整理すると次の様になうろ。
　（1）職制による適応促進
　これは技術訓練，指導による作業への習熟と，職場環境への適応　（保安，衛生，厚生施
策による）によるが，さらにこれに関して生産管理と人間関係に跨る興味ある実例がある。
即ち職制による管理と，人聞関係的希求の一致する事態といえよう。エルトン・メイヨー
らによるHawthorne　Experimentsのインド版ともいうべき，　A。K・ライスによる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
Ahmedabad　Experimentの結果がそれである。
　周知の通りハーバードグループによるホーソンリサーチの明らかにしたものは，経営内
における作業能率に関するものは，いわゆる「社会的関係」　（“social　relations”）に関
連するということであり，作業を含む人間行動は物理的作業環境や条件よりも，作業グル
ープ内の相互関係や，集団社会的動機や目的によってより強く動かされることであった。
「バンクワイヤリング」工場では，作業チームへの融合が密なるため，グループの団結を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
破壊するというので個人的インセンチィヴ制度の導入に反対さへしたのである。この様な
職制組織（formal　organisation）内部における非職癌組織（informal　organisation）
の力はしかしプラスにばかり働くとは限らない。運の方向に生産を制限することさえある
　　　　（4）
のである。ともあれこの様な組織への注目は極めて重要な役割を果した。その功罪は今日
種々の角度から取上げられており，人間関係論を豊富にしているが，ここではそのことよ
りも，この様なホーソンエクスペリメンツの印度版たるアーメダバッド実験を見ることに
よって，共通の問題を知ると共に，そこに尚インド的要因をも見出すことを期待しよう。
　　アーメダバッド。エクスペリメント
　これは「タビストック人聞関係研究所」（the　Tavistock　Institute　of　Human　Relatio一
聾s）のA，。：K・ライス（A・K・Rice）によってアーメダバッドのキヤラコエ場で行われた
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ものである。即ちthe　Ahmedabad　Manufacturing　and　Calico　Printing　Co・：Ltd・は
近代的機械や作業方法の導入と，それに伴う労使双方への社会的心理的困難の問題をかか
えていたわけだが，そこで最初の実験は自動織機工場で必要となった。というのは自動織
機は数年前導入されていたのにさっぱり生産効率は上らなかったのである。調査の結果は
すぐに，織機の複雑な相互関係の仕組みに拘わらず，労働者達はバラバラで個人の集合に
過ぎず，権限のラインは極めて混乱していることがわかった。そこで多くのタスクを調べ
てなるべくグループを作ることを監督者と労働者に示唆したところ，意外にも自発的に受
入れられ，翌日には早速二つの実験グループが作られることになった。その際経営者側は
現在の管理状態（control　of　the　situation）が失われることを恐れたが，結局労働者の
協同が何より重要であると考えて実験の期間を認めたのである。そして実験は始つたが期
間の終りには全工場は同じ様式に編成替えされ，さらにその後の実験でいくつかの適当な
作業パターンが見出され，それによってスタートの時に80％の能率が93％と上昇し，布地
のオシヤカも30％から11％に減ったという。
　さてここで問題として調査諭達は，何故労働者がすぐに組織替えの考えを受け入れ，職
務等級のやり直しや旧職名をナンバー序列で置きかえることに賛成したのかをいぶかしく
思ったのであるが，その唯一の答は新しいグルーフ。作りが，労働者の直覚的な（intuitive）
必要性をみたしたということの様である。ここにインドの経営における人間関係論がその
一般的性格と特殊性に而て見出される。
　IIPMによってインド的人間関係論の基盤を探ると，インド文化は地域社会（comm・
unity）と家族（family　membership）に大きな価値をおいており，伝統的インド農村で
はタスクは地域社会によって割当てられ，家族はあるいみの保障を備えているといわれる。
即ち「作業生活や社会生活は一貫した地位と権限のパターン脅備えており，それによって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
すべての者は，その位置，課業と一定の役割を与えられるのである。」ところがこの様な定
型が町へきて工場に入るとすべて失われることになる。ところで「自動機械工場に，内部
ででき上り，指導され，相関的に自発的な小人数の作業グルーフ。をつくると，それが町に
きて失われたものの代りをすることになる一そして労働者がごく自発的に且つ懸命に維持
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
しょうとしたのも，この代替故である」というのが，アーメダバッド実験の結論といえよ
う。
　きらに以上の基本的成果は非自動式工場でも似た直な反応によって確認されたという。
協力ということが注視され，問題が起ると経営者は織機をとめ，全体会議でコストを分解
するという変り様であった。やがて労使共それぞれ自らの階級内では不満を処理できず，
新しい関係内に安定性を求め，個人的意見を具申する様になった。自発的協力を重視した
経営者によってすべての実験が進められたが，その結果最善の組織がきまり，同等の工場
に比して平均55％以上の増収を示すことになった。
　以上を通じて見られることは，労働者の機械による疎外が，・社会的。心理的抑圧或いは
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不満となっている間は，機械化への抵抗も強いが（インドの場合それが帰村や職場規律の
不整という形ではあるが），一度労働者がグループ化などによって自発的協力感情に支え
られ，機械をむしろ管理し，作業計画に与かれると感じる様になれば，マスプロによって
手作業から奪われた職人気質がいくらか取戻せたという満足感が生じ，能率を高めたとい
うことであろう。これはあきらかに職制的組織の中における非職制的要因への注視と，そ
のよき調和の実験である。
　　（2）労使関係の確立による適応
　前述の様に職場内で作業遂行過程に結びついた人間関係的ティームワークによる自己疎
外の回復も，集団的回復の形態ではあるが，さらにこれが労働者意識に裏づけられてくる
と労使関係を形成することによって回復がはかられる様になる。　IIPMのいう「労働節
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
約（retrenchment）に対する労働組合の活動」がそれである。ここでは労働節約のための
合理化が契機となっているが，要は組合運動の生成発展にある。
　さて何処でも革新に対する抵抗はつきものだが，とくに工業では急速に技術，作業方法，
組織，レイアウトの変化が進むし，他方工業労働者がとくにインドの場合農村出身者を主
体にする時，彼らの保守性は，一応自分の機械につき，グループを形成するとそれ以上の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
変化に対しては恐るべき抵抗を示すといわれる。その要因として三つあげられる。
　　（a）経済的要因
　これは新製造工程の導入により，人員縮少→失業への現実的恐怖に基くもので，イギリ
スでは完全雇用期間でも新プロセスの導入に当って，同様の恐怖が抵抗を示しており，た
とえ過去に労働節約の経験なくとも，労働組合運動はその脅威に敏感である，ということ
も，実は彼らの生活保障につながる問題として限界要求となるからである。
　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　　（b）人事的（persOnal）要因
　作業上の活動型式が発展する場合でも，それが現在のものに対する批判を含むものとし
て憤激の対象となる。作業の割当変更も労働者の自尊と地位（prestige　and　status）1こ影
響し，変更の動機を疑い且つ怒らせるものだが，要するに革新のもつ旧方法の廃棄と新方
法修得という必然性は，古い労働者程むつかしいことを知らねばならぬ。これは次の要因
とともに温いみでは人間関係論の問題であるかもしれないが，その解決は集団的に組合を
経由することになるであろう。
　　（c）社会的要因
　変化は現存の社会的集団を細分化するのが普通であるが，これが既成集団への愛着とか
新しいものとの接触恐怖という人の性質と衝突する。とりわけ変化が一方的且つ急速な場
合は，経営側の利益優先と考えるのも自然である。この点からも変化の初期に参加（parti－
cipation）は必要である。そのいみでは「重要なのは変化の目的ではなく，その実行方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
であり，当該作業グループによって受入れられるか否かである」ともいえるでφろう。
そしてこの最後のグループによる受入れということは，その前の参加の概念と共に，単な
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る職制領域を越える労使関係要因に連るものといわねばなるまい。
　このようにインドでは合理化や労働節約に対する宣伝上の組合運動は，難民の流入やそ
の他の経済的理由による職業への要求の増大と共に，大抵のところで労働者の自分の職業
　　　　　　　　　　　　　　　α1）
を持続する意欲を生んだといわれ，以前には解雇されても他に職業があるとか，労働移動
も軽く考えられていたのが，今では解雇は労働節約としてか，又は犠牲になる（victimi－
sation）という理由で激しい抵抗を受け，このことは今口労働組合が，その組合員に対す
る主たる支配力の一つとなっている。経済的地位の向上に当ってインドの労働者は先ず分
配闘争よりも何より職務の保障をめぐって闘ったが，「このことによって労働力の安定化
が助長され，、又それが単に雇われて勝手に棄てられるというのでなく，共同の企業に働い
ている人間としての労働者の地位を主張する徴候である限り，それは労働の尊厳感が成長
している健全な証左である」というIIPMの言葉は至当であるといわねばならない。
　ここでわれわれは労働組合の確立過程のいみを，経営社会学者G・ブリーフスに従って
顧みておきたい。それはインド的村落→都市への移住と賃労働発生過程に光をあてるもの
でもあろう。
　　　　　　　　　　働
　ブリーフスによれば，経営権にウエイトの厚い「古典的労働組合」から，近代的「制度
化された組含」　（die　befestigte　Gewerkschaft）への歴史的転回のいみは，　「伝統的秩
序の崩壊」或いは「旧共同体構造の分解」，即ち「家族，近隣，宗教的共同体，職業共同
体，クラブ又は互恵的団体の崩壊」に対して，これらの新しい労働組合が「補完の役割」
（Ersatzfunktion）を果したということ，換言すれば「根こそぎされた大衆の保護機関及
び利益団体」となったことに求められる。これはその儘インド的農村社会から工業都市生
活への転換に当てはまるが，唯その際のモメントとしてこれらの組合が弁証法的発展の担
い手であったと解する点は特色あるものである。
　因に現在（1953）のインドにおける労働組合とその組織率は第1表の通りである。
　　（3）国家立法による適応
　自己疎外回復の第3の要因としてあげられるのに，nPMのいう「準備金」（provide・
　　　　鰯
nt　funds）制度がある。これは次の様にインドにおける社会保障立法の一部をなしてい
る。
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第1表 インド主要産業における組合員 q953）
産 業
鉄　　　　　　　　道
話　　　　織　　　　三
二　　　　　　　　培
食料、飲料，タノミコ
石
麻
郵
鉄
一
一、
思
出
織
便、　電
小　　売
行、　保
版、　印
炭
物
信
鋼
学
業
険
刷
労働組合員
　　　人
370，000
310，000
160，000
150，000
90，000
86，000．
64，000
45，000
38，000
34，000
28，000
27，000
1　日　当　り
平均就業者
　　　人
　930，000
　660，000
1，230，000
430，000
　340，000
270，000
240，000
　75，000
　77，000
960，000
　150，000
　67，000、
組　織　率
　％
40
47
13
35
26
32
27
60
49
3．6
19
40
　　　（C。A。　Myers：加δ07．P70ゐ1θ卿s伽∫加∫πぬs〃勿〃乞観。π吻1π漉α，　P．70）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
　　Social　Security　Legislation　in　India
　　l　social　assistanceに関するもの
　　　（1）Workmen’s　Compensation　Act，1923
　　　（2）Ma士erni亡y　Benefi亡Ac七s，1929
　　2　social　insllranceに関するもの
　　　（1）Employees’State　Insllrance　Act，1948
　　　（2）　Employees’Provident　Act，1952．
　これは例えばカルカッタの機械工業では普及しており，　「機械工業大法廷の裁定」
（Major　Engineering　Tribunal　Award）によって導入されてからは，労働移動も減少
して安定した労働力が構成されたという。その歴史と意義を顧みると，最初は1948年に石
炭業に「石炭鉱業準備金及びボーナス制法」（Coal　Mines　Provident：Fund　and　Bonus
Scheme　Act）として導入され，1952年になって「被用者準備金法」となり，はじめは50
人以上の製造業で，セメント，タバコ，電気，機械，一般機械品，鉄鋼，紙及び繊維晶産
業に適用され，後に18の他業種と新聞業に拡げられた。1956年の改正で非工場企業にも拡
大しうることとなり，現在茶，コーヒー，ゴム，ショウズク（cardamom），こしようなど
のプランテーションにも適用されている。さらに政府は公共部門にも及ぼそうとしてい
る．本法によるはじめの鯉額は基本給及び労使動によって支出される物価手当の1毛
或は61％であったが・プアンドに入オ卿ると騨の勘定は懸変更してもその儘
になるのである・1959年には被用者は醗的に8言％まで回することが認められたが・
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政府は強制額をこの辺まで上げるべく声明している。
　これに対して「常設労働委員会」　（Standing：Labour　Committee）は1959年に準備金
制度を年金制度に変え，社会保障機関を統一する様提案し，政府も考慮中といわれる。
　さて大多数の労働者に対し災害と疾病の準備はなされたが失業の問題が残されており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1③
失業保険より先ず健康保険の充実が問題といわれるインドで，第3次五力年計画に盛られ
た福祉国家建設の前途も，尚多端なものをもっといわねばならない。
注　（1）1．1。P．M，9P．　cit．，　P。8．
　（2）A．K．　Rice，　P70伽6漉ゴ砂α％4506ゴα1079α毎sα’ゴ。％，1．1．P．M，　oP．’cit．，　PP．24－25．
　（3）　1．1．P．M，　oP．　ciち，　P．23．
　（4）　F・J・Roethlisberger　and　W・工Dickson・ルfαπα2θ〃7θ紺β％4痂2、レ「∂グ盈θ7・1947，　P・
　　409．ff．川崎文治「賃銀論」　（昭30）52ページ以下◎
　（5）‘‘Working　and　social　life　provide　a　consistent　pattern　of　status　and　authority
　　’that　gives　everybody　a　place，　a　task　and　a　defined　role・”（1．1．ρ・M，　oP・cit．，　P．25）
　　（6）1．1．P．M．，　oP．　cit．，　P．25．
　（7）1．1．P．M．，　oP。　cit．，P．8．
　　（8）　OP．　cit．，　PP．21－22．
　（9）ここに‘Personal’とあって、個人的と訳されるが、内容は作業管理にもまたがっており、
　　それを含むいみで‘Personnel’と解しておいた。
　11①　1．1．P．M，　oP．　ciち，　P．22．
　（11）　OP．　cit．，　P．8。
　（1a　Goetz　Briefs，　z厩5σんθ％K‘ψゴ’αノガ5解硲％π45卿4惚σ〃s2聯5，1952，　S．86．川崎文治稿
　　　「共同決定におけるDemokra七ieとDemokratismus」（経営と経濱，71号）17－18ペー・ジ。
　（1鋤　1．1．P．M，　oP．　cit．，　P．8．
　㈱oP・citりPP．101－105．但し番号整理一川崎。
　（15）　OPbcit．，　P．104．
　（1〔分　OP．　cit．，　P．105．
五　経営管理上の特殊問題（後進的条件）
　インドの労務管理を考察する上での社会的背景や，労働者自体の自覚過程などをみてき
たが，さらに経営管理上注意すべき後進性の諸特徴がある。そのうちここでは管理形態或
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
いは組織論と負債の問題を取り上げよう。・
　　（1）インドにおける経営組織論上の特殊性
　①　管理型態（pattern　of　management）
　インドの企業の大多数は家業（family　business）から発展し，依然として家族的権限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
体系（family　syst6m　of　authority）の根跡を残すというが，そこにインド的パターナ
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　　（3）
リズムの温床をみうるといえよう。これは長い歴史をもつ外国の企業内にも持込まれてお
り，一一般に権限の委譲も極めて少く，些細な問題でも伽77αSα励（トップ機能7）には
かられねばならない。これは合同家族制（joint　family　system）1こ類似し初期の組織形
態には一般的なものであり，今日の従業員もそれを自然とする者も多い。しかしもはや近
代的大規模工業や急激な技術革新の時代には不適である。そこではヨリ弾力的なシステム
が要求され，権限の委譲と命令系統の整備によってトップのきめた政策の枠内で，低次段
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
階でも速かに決定が行われねばならない。たえずトップに伺いを立てる様では全組織構造
を弱化し，重役は例外原理に則って，将来の政策やプランの研究，形成の余裕がなくな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
る。結局管理上のネックはトッフ。にあるといわれる所以である。
　而もこの様にトップがネックとなることは，単に管理系統の弱化，遅滞にとどまらな
い。現代ではそれが直ちに労使関係（industrial　relations）に重要な反響をもたらす点
を忘れてはならない。即ち日常の苦情を迅速に処理することこそ人事政策の基礎である。
換言すれば紛争の次元に入って組合と経営者との公式的団体交渉によって解決されるより
も，職場の労使（worker－management　relations）によって，工場段階で解決される方
が影響の点では優れている。このためにはトップの権i限委譲と監督スタフの積極的自覚が
　　　　　（6）
必要である。日本におけるいわゆる「職場闘争」のアンチテーゼともいうべきか。
　　②　監督型態（pattern　of　supervision）
　それでは監督者（supervisor）の段階ではどの様になっているであろうか。これは5α処
4〃とよばれるline・managerの問題となる。　即ちこれまでインドの旧習としてあった
　　　　　　　　　　　　　（7）
請負制度（contract　system）は，尚建：設業や荷役，運送などの工場内の補助作業には残
っているが，この10年の間に監督のパターンは大きく変り，多くの工業では請負作業を廃
止してきたという。しかし政府や市当局では今も請負制度に依存することも大きい様であ
るから，ここで先ず請負労働についてその特性をみることにする。先ずその型としては
　④会社は特別な仕事を私的な請負人に渡すgその仕事は会社の構内，構外を問わな
　　い。請負人は与えられた仕事と雇った労働者に全面的に責任を負う。
　＠　労働請負人の事業所（firm）が，工場の補助的作業，荷役，運搬などを頼まれるこ
　　とがある。
　⑳　請負人自身が会社の従業員であるが，特別の仕事について募集，監督，支払の責任
　　をもつ。時には主たる雇用者が請負労働のために一一定の条件を準備しているが，多く
　　は請負人が自分で条件を設定する。
などであり，例えば戦前の麻工業では請負人（∂％77αsα74α7）が労働者を移入し，募集し，
監督し，支払をなし好みによって解雇することも稀ではなかったといい，彼等は屡々宿舎
を備え，失業の短期間労働者を養うことさえしたといわれるから，相当の権限をもつ存在
であったと思われる。
　しかしこの制度は悪習を生み易く，賃金の勝手な天引きなど，労働者に対する保障など
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はなかったので，「王室労働委員会」　（the　Royal　Commission　on：Labour）は1931年
にその腐敗を除くべく募集と解雇権を∫α7磁7sから取上げることを強く勧告した。そして
漸次直接雇用に切り替えられ，麻工業法廷（Jute　Tribunal）が1948年に，請負制の廃止
を宣言したのがしめくくりとなった9その経緯の中で経営管理上の問題として麻工場につ
いてみると，sα7伽7の上に部門監督者がいて従業員千人までの事項の責任を負い，実際
の生産の他に時間記録により従業員の賃金を∫礎磁7に支払い，又雇用，解雇権をもち・
規律に関しては彼の決定は最終的である。しかしこの部門監督者が無力の場含その任務は
万事sα74α7にかかってくるわけだが，sα74α7は残酷，無教育，不寛容且つ強欲である
ことが多かったという。
　ところで1948年以後伽7㍑sα74α7が廃止されると共に，それまでline　sα74礎や
sectional詔74礎が小グループを監督していたのが，麻工場の新しい監督者に全責任が
かかっできた。しかし多人数では直接の監督や訓練もむつかしく，しかも監督者は普通全
く違った社会階級から連れてこられるので，屡々部下との接触を困難にし，言葉が違うこ
ともあって管理の在り方が極めて複雑となった。そこで大抵の場合1ine　s礎4研に頼っ
て情報提供や，規律違反の報告を受けねばならないが，line∫灘磁7は殆んど職制上の地
位はなく，従業員の一員であり，僅かに賃金が高いのみである。彼は部下の従業員と共に
暮し，同じ労働組合の一員であることも多いので，部門内で生じている問題について客観
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
的報告は殆んど期待されないといってよい。
　以上の様に新しい監督体制確立までの悩みは，ε礎4α7の在り方の反省の上に生じてい
るが，このことは又経営者と労働者の関係（management－labour　relations）の概念の変
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
化に照応する監督スタフの強化への要請ともいえよう。即ち監督の構造，能率的管理者数，
人間問題，苦情処理，規律などに関して，近代的思想を導入し，労務管理の体系的基礎づ
けと運用が図られねばならぬであろう。
　（2）インドの工業労働者の負債（indebtedness）問題
　最後にインドの労働者の生活に泌み込んでいる常態的な負債問題をみることにしよう。
これは賃金支払形態上麻工場や大部分の炭鉱では週給，カルカッタ地域の若午の機械工場
と，若干の綿工場とは隔週払いであるが，一般に工業や運送業は月払いであり，このこと
が負債を生じ，日常の必需品の掛買いを起していると考えられるが，それでは月払いをや
めるかというと，労働者の方では月払いに附随する特権を失うことを恐れたり，掛制度が
なくなることを懸念し，使用者は支払日が頻繁になって余計な仕事がふえることを心配し
　　　　　　　　　　　　（10）
て必ずしも改められていない。
　しかし賃金支払形態の問題は果して負債を生む主要因かというと，根はもっと深い所に
あると思われる。即ち全体家族（joint　family）への依存とか収入のプールという社会生
活上の習慣は，財政上の独立観念とは全く逆のものである。とくに農業労働者の場合短期
借入で，収獲払いとか，若干ながら担保もあるのに比して，工業労働者は無担保で移動率
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1D
も高い所から利子も高くなるわけである。そして借入れの最大の原因は儀式就中結婚費用
にあり，普通労働者の結婚費用は年間賃金総額に匹敵するといわれる。それが又社会的圧
力となっている所に問題がある。これに対して家族の出生，死亡，疾病，宗教的祭礼は少
　　　　　　　（12）
額の借入れで済むといわれるが，何れにしても，「王室労働委員会」のレポートにあるよ
うに，「工業労働者の大多数は，労働生活の大部分を借金で賄っている。実際多くのもの
が負債の中で誕生する……そして負債額は3ヵ月分の賃金以上のことが殆んどで，これ以
　　　　　　　　　　　　（1鋤
上のことも屡々と思われる」とすれば，まさに「ゆりかごから墓場まで」負債を背負うと
いわねばならない。
　さらに直接間接に負債習慣を助長する要因が考えられる。その一は高利の貸手が迅速な
返却をむしろ欲しないのが普通といわれ，不規則な支払いであっても債務を残して利子を
とることを望み，時には賃金を全部差押えて，辛うじて食えるだけ返してやるというケー
スもあるといわれる様に，貸金業者の側の強欲さにある。その二は制度的なもので，先の
　　　（13）
賃金支払制度もその一つといえようが，ここでは「互助会」（co－operative　loan　or　cre一
　　　　　　　四
dit　societies）の欠陥が取上げられよう。互助会制度は何時頃からかはわからないが，加
入と同時に借出しのできるものの様で，その点自分でクレジットをためて，それから引き
　　　　　　　（15）
出す「貯蓄組合」（thrift　fund）より魅力が大きいということがあげられる。政府はあま
りの借入需要に対して，法定の「準備金」　（Provident　Funds）からの貸出を認めたけれ
どもこれとて負債や借入の習慣を助長するのみであった。「互助会」の貸出は適正利率
によるのだが，それだけに却って負債を増すことになって，互助運動の支持者達も戸惑っ
　　　　　　　（16）
ている様である。
　この様にしてインドの工業労働者は比較的賃金の良い時でも金貸しに頼ることが多く，
できる丈互助会や貯蓄組合から借りて，さらに金貸しから借りている者も多い。そして前
者からの借金で金貸しへの返還に充てるという無限の悪循環が存在し，王室労働委員会で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「切
はないが，「負債の暴力は，従業員を堕落させ能率を阻害する」であろうことは想像に難
くない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
　当然この様な負債の存在（それは中間階級にも及ぶといわれる）に対して，救済の手段
が講ぜられた。互助会や貯蓄組合は勿論であるが，その弊害が出ていることは前述した。
1918年の「高利貸法」　（the　Usurious　Loan　Act）（1926年に改正）は既に貸付の取立に
際し，利子が不当に高いと思えば法廷がリスクを考慮しながら契約をやり直したり，適当
な命令を与えることを規定したし，他の方法としては農地を売ったり担当にしたりして非
農業者に移転するのを制限しようとしたが，何れも成功しなかった様である。「王室労働
委員会」　も金貸しが労働者の返済能力以上に貸すのは有利でない様にすることを勧めてい
る。即ち賃金の差押えに対する保障，少額負債による投獄の廃止，金貸しによる脅迫や工
場門での「つきまとい」　（“besetting”）の禁止などがそれである。民事手続法　　（Civil
PrQcedure　Code）はその後改定をレて・1被告に，それに対して反対する理由を：示す機会
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を与えずに差押えや投獄をすることに対する若干の保障を与えた。Bengal，　Madhya　Pra－
desh，　Madras，　Biharの諸州では脅迫やミ取巻きミ禁止立法があり，　Madhya　Pradeshで
はさらに「工業労働者の負債調整及び清算に関する法」　（Adjustment　and：Liguidation
of　Industrial　Workers’Debt　Act．）が通過し，法廷は労働者の返済額を決定できるよ
うになっている。以上の様な立法手続の他に根本的に社会制度的な持参金制度　　（dowry
system）こそ負債発生の根因であるから，その廃止が立案されているというが，とくに花
嫁の家庭で社会的風習を改めるには尚相当の時日を要しようし，　とくに教育や婦人層の威
信（prestige）の問題に関することであるだけに，インド社会特有の悩みといわねばなら
　q8｝
ない。
　この問題に関して1：LOは，同様な保護は，労働者に当座の必要を十分に賄えるだけ残
せるように，負債返済用に賃金から法的に控除しうる額を制限することにあると共に，使
用者が，労働者の仕事が悪いとか怠けたとかのためか，規則に違反したことかに対する罰
金として，又は使用者の財産に与えた損害賠償として，或いは使用者の経営する店で生じ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19〕
た借金の引去りのために，労働者の収入から控除する額を制限することが必要であるとい
っているが，その根は対症療法と共に，予防策が根本には講じられねばなるまい。即ち第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12①
一は労働者が稼いだものを実際に受取るのを確保することであり，第二にはより根源的に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
賃金水準そのものの向上である。この後のもののためには，国家的最低賃金法の充実と共
に，労働組合運動の発展に侯つべき所が大であろう。
　以上われわれはインドの工業労働者のおかれている社会的基盤の中から，農村から都市
への移住に伴う工業労働者生成の問題，都市における工業労働者の自己疎外とその回復の
過程を取上げ，それをe職制内における適応として，とくにAhmedabadの実験を回顧
して，人間関係論とインド的社会の基本性格の関係をみ，口労使関係の確立による適応と
しては，とくに労働組合の自覚的発展に注目し，その契機を①経済的②人事的③社会的要
因に求め，日最後に国家による立法過程において眺めてきた。
　さらに以上の背景の上で経営管理的に関連するものとして（1）経営組織上の問題点として，
①管理型態②監督型態の後進性をとり上げ，（2）最後に労働者モラールに関連するものとし
て負債の普遍的形態とその問題を探ってきたが，これらの諸要因を通じてインド的後進性
が明らかになると共に，単に後進的といってしまうのではなくて，近代的工業化の過程の
中で，経営管理の近代的在り方への変化が，いかにインド的特性の上で行われねばならな
いかという点を主要な要因について確めることができたと思う。
注　（1）この二項目の他IIPMで挙げている特殊問題には、工業地域、プランテーション、婦人
　　工業労働者、雇用型態などがある。（1．1．P．M，　Pθ7so％％θ1、M碗級9θ〃2θ〃’伽1％4’α，）1961，
　　PP．9－25。
　（2）1．1．P．M，　oP．　cit．，　P。18。
　　（3）OP・ci㍉P，10。しかしUPMが「その様なパターナリズムが備えている心地良さにも
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　拘わらず、あとになって労働者がヨリ政治的に覚めてからは、そのパターナリズムの重い手
　が堪え切れなくなる」　（OP．　cit．）といっているのに注意しなければならない。
（4）　‘‘Efficiency　in　day・to・day　administration　calls　for　proper　delegation　of　auth・
　ority　and　the　dem亭rcation　of　clear　lines　of　authority－the　chain　of　command－
　in　order　to　avoid　delays，　frustration　and　bad　relations．’，　（oP．　citる，　P．18）
（5）　oP．　cit．，　PP、18－19．
（6）　OP・cit・・P．19．
（7）　oP．　cit．，　PP．19－20。
（8）以上OP．　cit，　P．20．
（9）　OP．　cit。，　P．21。
（1①OP．　cit．，　P。17，さらに賃金支払についてはその遅払いの悪習があったので「王室労働委
　員会」の勧告により「賃金麦払法」　（Payment　of　Wages　Act）が制定され、千人以下の
　工場や会社では、賃金麦給期日の最終日から5日以内に、千人以上の所では10日以内に支払
　5ことになっている（op。ci切。又ILOもアジアにおけ’る賃金政策に関して、賃金支払に
　おける悪習（malpractices）や悪用（abuses）の排除を唱え、「賃金を長期且つ不規則な間
　隔をおいて支払う影響」を重視している。即ちそのため労働者は借金を必要とし（indeb－
　tedness）、又他に転職の自由が妨げられる。使用者が逆に労働者を自己の所に不当に邑めて
　おくために故意に麦払をのばすこともあるという。これによって労鋤は繋縛されることにな
　る（ILO，　P70う1θ恥s　oノ恥941）o万6y勿ノ1s6απCo％π〃夢θs，1956．川崎：文治稿「アジア
　賃金問題研究」二・完、73－74ページ参照。）又それに続いて負債問題に対する保護がとくに
　重琴だと指摘している。（川崎稿、同前、74－75ページ。）
（11）1．1．P．M，　op．　cit．，　p。14。
（12）　OP．　cit．，　P．16。
（13）　OP．　cit。，　P．15。
（14）　OP．　cit．，　P．15，18．
㈲　貯蓄の苦労というより「インド労働者の社会的背景は、個人個人の節険を奨励しない」
　（OP．　clt．，　P．17）ということであろう。
（16）　OP．　cit．，　PP．17－18．
群7）　OP．　cit．，　P．15。
（18）　op。　cit．，　PP。16－17．
（ig）ILO。，　op．　ciち，川崎前掲稿、75ページ。　　　　、
（20）　ILO．，　OP．　cit．
⑳　アジアにおける最低賃金問題についてはILOの前掲書、並びに川崎前掲稿参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　1963．4．　19－6．26，
